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はじめに 

 

１．この報告書は、農林水産省委託事業「平成２０年度海外農業情報調査分析事業」の

うちの「北米地域」に基づく事業成果をとりまとめたものである。 

  この事業の目的は、米国・カナダにおける食料・農業政策・農産物貿易の動向に関

する情報を収集・分析することにより、ＷＴＯ農業交渉その他の国際交渉に適切に対

応するとともに、国民に対する食料の安定供給の確保に資することにある。 

 

２．本年度の調査テーマは、以下の通りである。 

① 米国新農業法の評価（価格所得関連、酪農関連） 

② 米国新農業法の評価（砂糖・保全・エネルギー関連） 

③ 米国の食品のサプライチェーンと農産物貿易 

④ カナダの農業政策見直しの動向 

その他、当該地域における食料・農業に係わる政策や動向についての情報の収集。 

 

３．アメリカの調査機関より農政動向・農産物需給に関する定期的報告（毎月レポート）

を求める他、平成20年10月にカナダ及び米国へ専門家各１名を派遣し、現地調査を

実施して情報収集にあたった。 

 

４．収集した情報等を活用して分析検討を下記の学識経験者を委員とする検討会（現地

調査報告会を１回含む。）を３回開催した。 

（検討委員） 

  服部 信司 東洋大学経済学部長・教授（座長） 

  手塚  眞 東京経済大学経済学部 教授 

  大江 徹男 明治大学農学部 准教授 

  松原 豊彦 立命館大学経済学部 教授 

茅野 信行 ユニパックグレイン(株) 代表取締役、国學院大学経済学部教授(※) 

 

 ※茅野委員は、アメリカの穀物貿易専門家としての視点から、主として米国新農業法

と食料生産・流通・輸出・需要などを中心に分析検討に参画した。 

 

５．この報告書の取りまとめにあたっては、委員各位、並びに農林水産省大臣官房国際

部関係官各位からご指導とご援助をいただいた。ここに記して感謝申し上げる。 

 

(社)国際農林業協働協会 




